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オンライン個⼈投資家説明会 

＜質疑応答＞ 
 
開催⽇ ：2021 年 2 ⽉ 25 ⽇（⽊） 
説明者 ：インベスターリレーションズ部⻑  ⼭根 正裕 
 
【説明会での質疑応答】 
 
Q１：バークシャー・ハザウェイ社による株式購⼊をどのように捉えているのか？  
 

昨年８⽉にバークシャー・ハザウェイ社が商社株を買い付けたことが明らかになった
が、その後、マネジメントレベルで web ⾯談を⾏った。個別ビジネスにおける具体的
な協業の話は出ていないが、今後も当社⼤株主、ビジネスパートナーとして良好な関係
を維持していきたい。 

 
 
Q２：成⻑戦略（既存事業のバリューアップ、次世代新規ビジネス創出）における ICT 

活⽤、SCSK との連携について教えて欲しい。 
 

本⽇説明した DX（デジタルトランスフォーメーション）はそれ⾃体が⽬的なのではな
く、DX を利⽤して当社の既存のビジネスをより強固にすることが⽬的。 
SCSK からは当社の DX センターにも多くのプロフェッショナルが参加している。これ
からもこのセンターを活かして DX を推進していく。 

 
 
Q３：多額の減損損失を計上したのはなぜか？ 安定成⻑を実現するために⾜りないものは 

何か？ 
 

当社は第⼀次産業、第⼆次産業において多様なバリューチェーンを築いている。それら
は、コロナの影響に限らず、世界の景気サイクルの影響を受けやすい。特に、⾦属、輸
送機・建機のセグメントが⼤きな影響を受けている。今回、多額の減損損失を計上せざ
るを得なかったことにより、景気変動に伴い損益が⼤きく振れることを改めて認識し
た。今後の投資については成功確度を上げ、既存ビジネスにおいても在庫を絞り込むな
どリーンなビジネスを構築していきたい。 
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Q４：海外の資源ビジネスの今後の⾒通しについて教えて欲しい。 
 

新型コロナウィルスが拡⼤する中で、当社が参画する幾つかの鉱⼭で操業の停⽌を余
儀なくされた。その中で、最も影響が⼤きかったのがマダガスカルで⾏っているニッケ
ル事業（アンバトビー）であった。この事業はほぼ１年間操業を停⽌しているが、よう
やく再開のめどが⽴ちつつある。海外からマダガスカルに派遣員が戻り、３⽉の操業再
開を⽬指している。⾜元では資源価格も上昇しており、オペレーションをしっかり⾏い、
これまで失ったものを取り返していきたい。 

 
 
Q５：⼥性活躍や外国⼈の登⽤などダイバーシティの取り組みについて教えて欲しい。 
 

ダイバーシティは重要な課題と考えており、D&I（Diversity & Inclusion）というキー
ワードを掲げて取り組んでいる。例えば、現地採⽤の職員も含めて全世界で⼈材のデー
タベースを構築している。また、世界共通のジョブグレーディングシステム（資格制度）
や異動・転勤に関するルールも設けている。 
⼥性活躍に関しては、管理職における⼥性⽐率を例に挙げれば、2019 年 4 ⽉時点の
6.5％から 2025 年には 10％以上、2030 年には 20％以上に引き上げることを⽬指して
いる。 
 
（Q）住友の事業精神、住友商事グループの経営理念は海外ではどのように共有されて

いるのか？ 
 
⻑い期間、当社グループである先では既に住友の⽂化が定着しているが、M&A などに
より新しく当社グループに加わった先では、住友の⽂化を伝える努⼒が必要になる。
M&A に際しては予めどのような理念で経営されている会社なのか確認するほか、M&A
を実施した後も現地のマネジメントに対しては当社の考え⽅についてよく説明し、定
着を図っている。 
 
（Ｑ）新型コロナウィルスをきっかけに働き⽅が変わったことは？ 
 
昨年２⽉末から在宅勤務を基本としている。以前、オリンピック開催に向けて在宅勤務
の予⾏演習をしていたこともあり、スムーズに移⾏できた。コロナ感染の第三波への対
応として東京では７割の在宅勤務が要請されているが、当社では追加的な対応なしに
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概ね達成できている。 
 
 
Q6：⽔素など次世代エネルギーの実⽤化について教えて欲しい。 
 

当社は 2050 年のカーボンニュートラルを⽬指しているが、その中で⽔素は持続可能な
エネルギーサイクルの実現に貢献する重要なエネルギーの⼀つと考えている。そのよ
うな考えのもとに⽔素事業部も⽴ち上げている。オーストラリアでは太陽光を使って
⽔を電気分解し、⽔素を⽣産しているほか、中東のオマーン、国内の中部圏や福島県で
も様々な取り組みを進めている。収益貢献はまだ少し先になると思うが、⽔素エネルギ
ーは重要な新しいエネルギー源と考えており、今後の当社の取り組みも⾒ていただき
たいと思っている。 

 
 
========================================================= 
【放送中にお答えが出来なかった質疑への回答】 
 
再⽣可能エネルギーが会社の成⻑に⼤きく貢献するのはいつ頃なのか？ 
 

当社は、（今回の説明会でもご紹介した）欧州での洋上⾵⼒発電事業のほか、⽶国にお
ける⾵⼒発電事業、アジアにおける⽔⼒発電事業、地熱発電事業、そして国内における
太陽光発電事業、バイオマス発電事業など様々な再⽣可能エネルギー発電事業に取り
組んでおり、これらの事業は既に収益の重要な柱になっている。 
2020 年 3 ⽉時点では、当社の持分発電容量 9,651MW のうち、再⽣可能エネルギーに
よる持分容量は 1,397MW にも達している（当社 51％出資のファンド運営会社が運営
するファンドが保有する持分容量含む）。 

 
 
カーボンニュートラルについてどのように考えているか？ 
 

住友商事グループは 2050 年のカーボンニュートラル化を⽬指している。そのために、
社会全体の CO2 排出削減に資する再⽣可能エネルギー化やエネルギー活⽤の効率化及
び燃料転換を促進しているほか、再⽣可能エネルギーを主体とした新たなエネルギー
マネジメントやモビリティサービスの提供や⽔素社会の実現に取り組んでいる。 
当社は、再⽣可能エネルギー発電事業のほか、森林事業や CCUS（CO2 を回収・有効利
⽤・貯留する技術）、CO2 フリー⽔素製造などの多⾯的な取り組みを⾏っている。 
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住友商事の重点分野について教えて欲しい。 
 

現在の中期経営計画「中期経営計画 2020」では、産業の ICT 化、社会の⾼齢化、世界
的な⼈⼝増加・都市化などのメガトレンドや社会課題および当社のケイパビリティを
踏まえて、中⻑期視点で取り組むべき「3 つの成⻑分野」を特定した。「テクノロジー
×イノベーション」、「ヘルスケア」、「社会インフラ」を成⻑ 3 分野と位置付け、次世代
新規ビジネスの創出に取り組んでいる。 

 
以 上 


